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第１章　はじめに
　わが国の民法147条以下は，権利者による裁判上の請求，差押え，仮差押え
仮処分及び義務者による承認を時効中断事由として定めている。松久三四彦に
よれば，時効中断の根拠については，権利確定説と権利行使説の二つの見解が
対立している。権利確定説は，当該権利の存在が公権的に確定されることによ
り権利消滅（不存在）の蓋然性がなくなることを時効中断の根拠とする。これ
に対して，権利行使説は，権利者の権利行使によって，もはや権利者が「権利
の上に眠るもの」ではなくなったこと，あるいは，権利不行使という永続した
事実状態が破れたことを時効中断の根拠とする１。権利確定説と権利行使説は，
時効の存在理由と次のような関係にある。すなわち，権利確定説は，時効の存
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在理由の「推定説」と結びつくものである２。推定説は，時効を，本当は権利
を有し，義務を負わない者が，長期間経過した後にそのことを証明できない
ために不利益を被ることのないよう保護するための制度であると解するもの
である３。これに対して，権利行使説は，時効の存在理由の「公益説」と「懈
怠罰説」と結びつくものである。公益説は，長期にわたって一定の事実状態（権
利不行使という永続した事実状態）が存続することにより築かれた社会の法律
関係の安定を図る制度が時効であると解するものである。また，懈怠罰説は，
長期間にわたって権利行使を怠っていた者を，権利の上に眠るもの者と捉え，
権利を失ってもやむをえないと見ることで時効を正当化するものである４。
　近時，わが国では債権法改正作業が進められており，その一環として，時
効法の改正も提言されている。「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」
は，わが国の民法147条以下の時効中断制度を時効の更新制度に変更するこ
とを提言している。これは，単なる名称の変更にとどまらず，中断事由の変
更を伴うものである。すなわち，権利者による裁判上の請求は停止事由とな
り（「第７ 消滅時効」の「７ 時効の停止事由」），義務者又は裁判所による権
利確定が時効の更新事由となる（「第７ 消滅時効」の「６ 時効期間の更新事
由」）５。中間試案で提示された時効中断制度は，ドイツの新時効法における中
断（Neubeginn（新起算））制度と類似している６。近年提示されたモデル法も，
ドイツ法と類似の中断制度を採用している７。
　1804年に制定されたフランス民法典は，権利者による裁判上の呼出し
（citation en justice），差押え，支払命令（commandement），義務者による
承認を時効中断事由とし，わが国の時効中断制度と類似の規定を有していた
（フランス民法典2244条乃至2248条（これは2008年の時効法改正前の旧法の
規定である。以下では，旧法は「旧」，新法は条数のみにて引用する））。その後，
フランス民法典中の時効規定は2008年に改正された（以下では，この改正さ
れた時効法の諸規定を「新時効法」と呼ぶ）。いわゆるカタラ委員会による『債
務法改正準備草案』（2005年9月22日）は，ドイツ法の中断制度と同様に，裁
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判上の呼出しを停止事由に改めることを提案していた（同草案2267条）。し
かし，2008年の新時効法は，裁判上の請求（demande en justice），強制執行
（acte d’exécution forcée）及び承認によって時効が中断する（2240条，2241条，
2244条）として，旧法における中断制度を維持した。新時効法の立法担当者は，
法律家の習慣を急変させてはならないという理由から，従来の時効中断制度を
維持したという８。では，フランスの法律家の習慣，すなわち，フランスにお
いて形成された時効中断法理とはどのようなものであったのだろうか。これを
明らかにすることが本稿の課題である。
　フランス法における時効中断法理を明らかにすることは，外国法研究を越え
て，近時のわが国の債権法改正作業に対しても一定の寄与をもたらすことがで
きると考える。フランスの判例・学説における中断法理の変遷を検討すること
で，フランスの中断制度の特徴を明らかにできるであろう。この研究で得た成
果をわが国の法制度と比較検討することで，わが国の債権法改正における時効
中断制度改革の妥当性を論ずることができると考える。
　フランス民法典における時効中断事由は，二つの立法の影響を受けている。
一つは，1930年に制定された保険法である。保険法制定に至るまで，フラン
スでは保険契約上極めて短期間の消滅時効が定められることが多かったといわ
れている。その保険法上の短期の消滅時効の成否が問題となった事案で，民法
典上中断事由とされていない行為であっても時効中断効を認める判例が現れ
た。このような状況の下，1930年の保険法は，保険契約上の権利の消滅時効
の完成に要する期間を短縮すると共に，新たな時効中断事由を承認した。もう
一つの重要な立法は，1985年に制定された新交通事故賠償法である。この法
律は，民法上の中断事由に対してレフェレの訴え提起を追加するものであっ
た。本稿は，これら二つの立法を，学説と判例研究の区切りとする。すなわち，
第２章で，フランス古法における時効中断法理とフランス民法典制定過程を検
討した上で，第3章では，1930年の保険法制定までの学説と判例の変遷を検討
し（一），1930年の保険法の意義を明らかにし，その後の学説判例の変遷を見
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た上で（二），1985年の新交通事故賠償法の意義を明らかにし，その後の学説
判例の変遷を検討した後に（三），第4章で，2008年の新時効法における時効
中断法理について検討する。
　なお，フランス古法及びフランス民法典の起草過程については，既に金山直
樹による詳細な研究がある９。本稿でも，フランス古法における時効中断及び
フランス民法典の起草過程における時効中断に関して検討しているが，これは
金山の研究を再確認する作業にすぎない。本稿の意義は，フランス民法典制定
後の時効中断に関する学説，判例，立法についての検討にあるものと考える。
　なお，本稿は消滅時効の中断事由のみを検討対象とする。フランス法は，裁
判上の呼出し，支払命令，差押えを民事中断事由，占有者が占有を失った場合
を自然中断事由としている。民事中断のうち，支払命令や差押えは特に消滅時
効と関係する。また，2008年のフランス新時効法では，民事中断事由に関す
る改正の是非が問題となった。そこで，本稿では，特に，フランス法における
消滅時効の中断事由について検討することにしたい。
　また，フランス民法典は，時効中断事由の連帯債務や保証債務に対する効果
について定めている（旧2249条・旧2250条，2245条・2246条）。これらの規
定の検討に際しては，フランスにおける連帯債務や保証債務の概念の検討が不
可欠であると思われる。そこで，これらの規定の検討は本稿の研究対象とせず，
将来の課題としたい。
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第２章　フランス民法典制定までの展開
一　フランス民法典の制定までの学説の展開
　フランス民法典における時効中断規定を検討する前に，フランス古法におけ
る時効中断について一瞥する。本稿は，消滅時効の中断について検討するも
のであり，取得時効の中断を検討対象としていない。しかしながら，『中断事
由，特に民法典2244条乃至2247条の起源に関する歴史的研究』の著者である
デジャルダンは，フランス古法において，10年又は20年の取得時効に関する
時効中断事由が全ての取得時効や消滅時効に適用されるに至ったと指摘してい
る１。そこで，フランス古法における消滅時効の中断事由の検討に際しては，
先に，10年又は20年の取得時効における時効中断事由を検討し，次に，30年
の取得時効と消滅時効における時効中断事由について検討することとしたい。
　フランス古法における時効中断については，金山による詳細な研究があるの
で，本稿では，フランス古法の中でも代表的な学説を選定し，金山の研究の再
確認を行うこととしたい。古法における諸学説のうち，特に，フランス民法典
に影響を与えたとされるドマ，ブルジョン，ポティエ，そして，民法典起草者
の一人であるマルヴィルが時効につき第一に参照すべき優れた学説と称賛す
る２デュノーの学説を検討する。
１　10年又は20年の取得時効
（一）10年又は20年の取得時効と占有者の善意
　ローマ法上，土地について，所有者と占有者が同一県内に居住する場合は
10年，そうでない隔地者間では20年，善意及び正当な原因（正権原）を備え
た非強暴の占有が継続するとき，占有者は所有権を時効取得する３。パリ慣習
法においても，現存者の場合に10年，隔地者の場合に20年，占有者が，明確で，
公然かつ不安定でなく（sans inquiétation），正権原に基づいて善意で占有す
るとき，占有者は土地の所有権を時効取得する（パリ慣習法113条）。占有者
と土地所有権を主張する者の住所が同一の裁判管轄にある場合を「現存者」，
異なる裁判管轄にある場合を「隔地者」という４。占有者が正権原を明らかに
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できなかった場合，時効期間が30年必要となる（パリ慣習法68条）。
　デュノーは，当時の実務が，教会法に従って，時効期間の全期間の占有者の
善意を10年又は20年の取得時効の成立要件としていたという５。ドマ，ブル
ジョン，ポティエも，時効期間の全期間の占有者の善意が10年又は20年の取
得時効の成立要件であると解する６。
（二）裁判上の呼出しと占有者の善意の関係
　中断事由たる裁判上の請求としては，原告から被告に対する裁判上の呼出し
が観念されていた７。裁判上の呼出し（assignation, ajournement, citation en 
justice）とは，原告から被告に対する申立趣旨（conclusions）および簡略な
る請求原因（moyens de demande）を記載した執達書の送達である（1667年
の民事訴訟王令第２章第1条）８。
　ドマとブルジョンは，裁判上の呼出しと占有者の善意を関連づける。すなわ
ち，適式な裁判上の呼出しは，占有者を悪意とし，その結果，取得時効が中断
すると解する９。
　これに対して，ポティエは，裁判上の呼出しによって，占有者の占有が平穏
要件，又は不安定でないという要件を失うと解する。もっとも，後に見るよう
に，ポティエは，訴訟が滅効した場合につき占有者の善意の観点から，その効
果を説明しており，裁判上の呼出しが占有者の善意を失わせるという構成の影
響を受けていると見る余地がある10。
（三）裁判上の呼出しの無効・滅効・取下げ・管轄違い
　1667年の民事訴訟王令第２章第1条は，裁判上の呼出しが適式であること
（libeller），すなわち，申立趣旨および簡略なる請求原因の記載が必要である
とし，これを欠く執達書が無効であるとする。また，裁判上の呼出しによって
訴訟が開始したとしても，訴訟当事者が3年間訴訟行為を怠った場合，訴訟は
滅効すると解されていた11。
　ドマ，デュノー，ポティエ，ブルジョンは，裁判上の呼出しが方式違反によっ
て無効な場合，又は訴訟が滅効した場合，裁判上の呼出しによる時効の中断効
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が失われるとする12。デュノーは，訴訟の滅効によって訴訟の全てが無に帰す
るために，裁判上の呼出しが何らの効果も生じさせなかったことになると説明
する13。もっとも，訴訟が滅効した場合であっても，原告から被告（占有者）
への執達書の送達によって，占有者が悪意になったと解する余地がある。この
点につき，ポティエは，原告による裁判上の呼出しの放棄によって，占有者が，
原告の権限に何らかの瑕疵があると信じるのが正当であるという。それゆえ，
訴訟が滅効した場合，占有者は，善意のまま，占有者自身が物の所有者である
と信じ続けていたと解せられるとする14。
　更に，デュノーは，原告が請求を取り下げた場合も裁判上の呼出しの中断効
が失われるとする15。
　なお，ポティエによれば，管轄違いの裁判上の呼出しは，10年または20年の
取得時効を中断するという16。デジャルダンは，このポティエの見解に，管轄違
いであっても適式な裁判上の呼出しが占有者を悪意とし，その悪意ゆえに時効
が中断するという思想の影響の可能性を見出す17。
（四）裁判外の請求
　デュノーによれば，裁判外の請求は，法律，王令又は慣習によって明示的に
定められた場合を除いて，中断事由に該当しない。それは，裁判外の請求が悪
意を生じさせるために十分なものでなく，裁判外の請求の名宛人も裁判外の請
求に対応するよう義務づけられていないからである18。
　ブルジョンも，裁判外の請求に続けて裁判上の請求がなされない場合に，占
有者が裁判外の請求を真剣なものと考える理由がないとして，裁判外の請求が
時効中断事由に当たらないとする。しかし，ブルジョンは例外を認めている。
すなわち，単なる裁判外の請求であっても，占有者に対して，所有物でない物
を占有しているということを認識させるならば，その裁判外の請求は占有者を
悪意にさせ，10年又は20年の取得時効が中断するという19。
（五）10年又は20年の取得時効による抵当権の消滅と時効中断
　パリ慣習法114条は，第三取得者の下で10年又は20年の取得時効が完成す
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ると，占有された不動産に設定された抵当権が時効にかかるとしている20。こ
の場合の占有者の善意とは，抵当権の設定の不知を意味する21。もっとも，10
年又は20年の取得時効は，土地に対する負担の設定者とその包括承継人に対
して適用されない。それは，これらの者に対して抵当権者の有する訴権が人的
訴権であり，この訴権に対しては30年の時効だけが適用されるからである22。
　抵当権の設定された不動産を第三取得者が占有する場合，第三取得者による
抵当権の承認は，10年又は20年の取得時効を中断させるだけでなく，第三取
得者に個人的な債務を負わせることになる。第三取得者が個人的な債務を負担
した結果，抵当権者から第三取得者に対する訴権は，単なる抵当訴権ではなく，
人的な抵当訴権という混合訴権に変化する。この混合訴権は，人的訴権と同じ
く30年の時効にかかる23。
　抵当権の被担保債権が停止条件付債権の場合，条件が成就しなければ抵当権
者は抵当訴権を行使できず，その条件成就までに10年又は20年の取得時効が
完成する可能性がある。そこで，抵当権者には，その取得時効を中断するため
の「時効中断訴権（action en interruption au cours de prescription）」が認
められる24。抵当権者が時効中断訴権に基づく訴えを提起すると，10年又は20
年の取得時効が中断する。ブルジョンは，この訴訟が存続する限り，時効は進
行せず，判決に至る必要もないとする25。
　時効中断訴権に基づく訴訟において，特定の債権につき負担又は抵当権が不
動産に設定されていることを占有者に対して宣言する判決は，義務者による任
意的な承認に相当する。この判決によって第三取得者が悪意となり，かつ抵当
訴権が混合訴権に転換するので，この判決より後，抵当権は30年の消滅時効
にだけかかることとなる26。
２　30年の取得時効
（一）30年の取得時効と占有者の善意
　ドマは，取得時効一般において占有者の善意を成立要件と考える。もっと
も，占有者は，悪意が立証されない限り，善意で占有しているものと推定さ
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れる27。
　ポティエは，10年又は20年の取得時効と30年の取得時効の成立要件を同じ
ものとしつつも，その証明責任に差異があるものと考える。10年又は20年の
取得時効においては，占有者が，その占有の正権原と善意を立証しなければな
らない。しかし，30年の取得時効においては，30年という時間の経過によって，
反対の事実が証明されない限り，占有が証書の失われた正権原に基づくもので
あり，かつ，占有者が善意であったものと推定される28。
　ブルジョンは，30年の取得時効が，所有権の権原に相当するという。この時
効は，その完成に要する30年の期間が権利の証拠を消滅又は喪失させること
から，占有者の正当な権利を推定するものである。ブルジョンは，裁判上の呼
出しによって占有者が後発的に悪意となるとしつつも，この後発的悪意が30
年の取得時効に影響を及ぼさないとする29。すなわち，悪意の占有者であって
も，30年の取得時効の利益を享受しうる。もっとも，ブルジョンは，占有者の
悪意が証拠上明らかであれば，30年の取得時効の完成が否定されるとする30。
　デュノーは，実務上，30年の取得時効につき，占有者の悪意が一般的に許容
されているとしつつも，30年の占有継続によって占有者の善意が推定されると
する。そして，この善意の推定は，占有者の悪意が明白で宥恕しがたいもので
あり，その証拠が書面上明瞭確実なものである場合に覆滅されるとする31。
（二）30年の取得時効における裁判上の呼出しと占有者の善意
　前述のとおり，ブルジョンは，裁判上の呼出しによる占有者の悪意が，30
年の取得時効に影響を及ぼさないとする。もっとも，裁判上の呼出しが法律上
の妨害として，取得時効の成立要件の一つである占有の平穏要件を失わせ，30
年の取得時効を中断させるとする32。
３　30年の消滅時効
（一）30年の消滅時効と債務者の悪意
　多くの学説は，債務者の悪意，すなわち債務者が自らの債務を認識している
ことを前提にして，時効の存在理由の懈怠罰説や推定説を強調することで，30
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年の消滅時効を正当化しようとしている。
　ブルジョンは，推定説に基づいて30年の消滅時効を正当化する。すなわち，
慣習法は，債務者の明白な悪意ではなく，公序（ordre public）から導かれる
正当な推定に基づいて30年の消滅時効を認めているという。もっとも，ブル
ジョンは，悪意の明白な証拠があればその時効が否定されるとする33。
　デュノーは，30年の消滅時効では，実務上，債務者の悪意が考慮されてい
ないという。すなわち，債務者による時効の援用が妨げられるのは，債務者
に詐欺（dol）または逃げ口上でとがめられるべき場合だけである34。そして，
デュノーは，懈怠罰説と推定説に基づいて30年の消滅時効を正当化する。す
なわち，30年の期間，権利を行使しなかった権利者は，その者のフォートに
よって権利を失う，もしくは債務を免除したものと推定されるという35。
　ポティエも，懈怠罰説と推定説が30年の消滅時効の存在理由であるとする36。
　なお，30年の消滅時効については，時効の存在理由に加えて，「30年の消滅
時効が好ましくない時効である」という評価が，中断事由の決定に対して影響
を与えている。ブルジョンは，10年又は20年の取得時効が，権原と善意に基
づくものであるから好ましい時効であると評価する37。しかし，30年の消滅時
効が好ましくない時効であると評価した上で，差押え等による30年の消滅時
効の中断を説明している38。
（二）裁判上の呼出しによる30年の消滅時効の中断
　デュノーは，裁判上の呼出しによる時効中断につき，30年の消滅時効が好
ましくないことと，時効の存在理由の懈怠罰説に言及する。すなわち，ローマ
法上，権原のない30年の時効が好ましいものでないことを理由に，単なる裁
判上の呼出しが時効中断事由とされていたとする。このことは，権原を要求し
ない時効で，権利者の権利行使懈怠を罰するために設けられた全ての時効につ
いても同様であるという39。
　ブルジョンは，有効かつ存続する全ての裁判上の請求（toute poursuite）が，
権限証書の有効期間を更新し，過去に進行した時間を無に帰せしめるとする40。
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（三）裁判上の呼出しの無効・管轄違い
　ブルジョンは，30年の消滅時効が好ましくないことから，方式上無効な裁
判上の請求であっても，30年の消滅時効を中断できるとする41。
　デュノーは，管轄違いの裁判上の呼出しに中断効を認める余地があると
いう。それは，管轄違いの裁判上の呼出しであっても，それが原告の熱心さ
（diligence）の証拠になるからである。また，裁判上の呼出しが適式で証書類
を伴うものであれば，債権者の長期の沈黙から導かれる推定，すなわち債務の
弁済や免除の推定を消去せしめる。それに，執達書の方式が非常に複雑であり，
裁判所の管轄も非常に多様であるから，個人がそれを誤るのは無理もないこと
である。それゆえ，中断の争われている時効が権利者の懈怠罰としてのみ進行
しているものであり，管轄違いが重大なフォートに由来するものでなく，裁判
上の呼出しが適式で時効援用権者を悪意にするようなものであったならば，管
轄違いの裁判上の呼出しであっても30年の時効を中断する42。金山は，この主
張につき，裁判上の呼出しによる悪意の有無という10年又は20年の取得時効
における時効中断効の構造の名残をとどめつつも，それ以外の熱意・推定・懈
怠罰といった様々な理由に中断の根拠を求めるものであると評価する43。
　これに対して，ポティエは，管轄違いの裁判上の呼出しが30年の消滅時効
を中断しないとする。もっとも，管轄が曖昧（douteuse）であり得た場合には，
裁判所は，時として，管轄のある裁判所に当事者を移送することがあり，この
場合に限って裁判官の判断によって中断効が認められる44。
（四）支払命令，差押え
　ブルジョン，デュノー，ポティエは，支払命令や差押えによって30年の消
滅時効が中断するとした。ブルジョンは，差押えが権原証書の執行であり，か
つ30年の消滅時効が好ましくないことから，差押えが30年の消滅時効を中断
すると述べる45。
（五）承認
　デュノーは，承認による中断を「約定上の中断（une interruption conven-
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tionelle）」と呼び，債権者と債務者間および占有者と所有者間でなされたる所
為が，債務又は所有権の明示又は黙示の自白をもたらす場合，これら所為は中
断事由になるとする46。ポティエは，当事者の約定だけでなく，債務者が債務
を承認する何らかの行為であっても時効を中断するという47。
　ブルジョンは，債務者による債務承認に強い効果を与える。すなわち，債務
に関する債務者の明示的承認は，時効完成前
4
になされるならば，時効の進行を
中断し，時効完成後
4
になされるならば，経過した時間を無に帰せしめ，権原証
書及びそこから生じる訴権に完全な期間を更新させるとする。後者の効果は，
承認が好ましいものであること，時効が当事者によって援用されない限り職権
で採用されないこと，30年の消滅時効が弁済の法律上の推定に過ぎないこと
を理由とする48。
４　小括
　10年又は20年の取得時効において，ドマやブルジョンは，占有者の善意・
悪意を基準として時効中断の有無を決していた。もっとも，何によって占有者
が悪意となるのかは一様でない。すなわち，10年又は20年の取得時効の中断
事由に関する占有者の善意・悪意というものが，単なる心理的なものでなく，
いわば技巧的に中断を広くも狭くも認めうる概念として用いられていた49。30
年の消滅時効の中断は，様々な理由，すなわち，時効の存在理由の推定説や懈
怠罰説，「30年の消滅時効が好ましくない時効である」という評価によって決
定されており，管轄違いの呼出しの中断効も学説毎に異なる。したがって，金
山が正当にも指摘するとおり，古法時代において，時効中断事由を全て統一的
に捉える観点といったものを見出すことが難しく，究極的には衡平の観点から
の判断であるというほかないだろう50。
　また，古法においては，権利行使説と同様に，権利者の権利行使それ自体に
着目する学説が多く，権利確定説を見出すことができなかった。特に，ブル
ジョンは，抵当権の設定された不動産につき10年又は20年の取得時効の完成
が問題となる事案で，抵当権者が時効中断訴権に基づく訴えを提起した場合，
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この訴訟が存続する限り，時効が中断し，判決に至ることも必要としないとし
ていた。また，多くの学説は，裁判上の呼出しが棄却された場合における中断
効の帰趨について言及していない。したがって，ここには，判決による公権的
な権利確定による時効の中断なる思想はほとんど見られない51。
二　フランス民法典立法過程
　次に，フランス民法典における時効中断に関する規定の立法過程を検討す
る。なお，フランス民法典の立法過程についても，金山の詳細な研究があるの
で，ここでも金山の研究を再確認することとしたい52。
１　カンバセレスによる諸草案と共和歴8年委員会草案
　カンバセレスによる諸草案のうち，第一草案は，「債務者が何らかの行為に
よって債務を承認したる場合，時効が中断する」（第一草案152条），「適法に
なされた請求によって，時効は中断する」（第一草案153条）としていた。第
二草案は，第一草案よりやや詳細な規定を定めた。すなわち，「占有者が一年
間占有しなかった場合，占有者が所有者の権利を承認した場合，債務者が債権
者の権利を承認した場合，又は裁判上の請求があった場合，時効は中断する」
（第二草案143条）とした。第三草案は，第二草案143条と同様の規定（第三
草案705条）を定めた上で，時効は中断原因が止みたる時から再び進行を開始
するとした（第三草案706条2項）53。
　次に，いわゆる共和歴8年委員会草案は，26条乃至30条において時効中断
を定めていた54。その内容は，裁判上の呼出しだけでなく，支払命令や差押え
も中断事由となり（委員会草案26条），勧解の呼出しも，一定期間内に行う裁
判上の呼出しがそれに続くときは，勧解の呼出しの日付から時効を中断し（委
員会草案27条），裁判上の呼出しが管轄外でなされたとしても，その裁判上の
呼出しが時効を中断し（委員会草案28条），裁判上の呼出しが方式違反によっ
て無効な場合，原告がその請求（demande）を取り下げた場合，原告が訴訟
（instance）・催告（sommation）・差押えを滅効させた場合，占有者が請求か
ら解放された場合55，裁判上の呼出しによる中断が効力を生じなかったものと
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みなされ（委員会草案29条），債務者又は占有者が時効の取得の相手方の権利
を承認した場合，時効は中断する（委員会草案30条）というものであった56。
２　共和歴8年委員会草案に関する審議
　護民院の意見書は，共和歴8年委員会草案26条乃至30条について言及して
いなかった。これを受けたコンセイユ・デタの最終草案は，共和歴8年委員
会草案の29条の一部を変更した。すなわち，裁判上の呼出しによる中断が効
力を生じなかったものとみなされる事由のうち，「原告が訴訟・催告・差押え
を滅効させた場合」という文言から「催告」と「差押え」を削除し，「占有
者が請求から解放された場合」という規定を削除し，「請求が棄却された（la 
demande est rejetée）場合」という規定を挿入した57。そして，最終的に，以
下の規定が採択されるに至った58。
旧2244条　権利者が時効取得を妨げようとして送達された裁判上の呼出し
（citation en justice），支払命令又は差押えは，民事中断を形成する。
旧2245条　治安裁判所（bureau de paix）への勧解の呼出しは，法定期間内
に行う裁判上の呼出しがそれに続くときは，勧解の呼出しの日付から時効を中
断する。
旧2246条　裁判上の呼出しは，管轄外の裁判官に対して行われた場合であっ
ても，時効を中断する。
旧2247条　裁判上の呼出しが方式の欠缺によって無効である場合，原告がそ
の請求を取り下げる場合，原告が訴訟を滅効させた場合，又はその請求が棄却
された場合には，中断は，生じなかったものとみなされる。
旧2248条　時効は，債務者又は占有者が行う時効の取得の相手方の権利の承
認によって中断する。
　ビゴ・プレアムヌーは，その立法理由の説明において，管轄違いから生じる
無効と方式違反から生じる無効を区別する。すなわち，慣習法に従って，適
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式の請求（action libellée）は，管轄のない裁判官の前に提起されたとしても，
時効を中断するが，方式違反の場合，裁判上の呼出しを有効にするために必要
な方式が履行されていない以上，裁判上の呼出しが現実に存在せず，召喚状か
ら何らの効果も生じない。
　そして，ビゴ・プレアムヌーは，裁判上の呼出しは，判決によって請求が認
容された場合という条件付きで時効を中断すると説明する。すなわち，原告が
裁判上の呼出しを取り下げたり，訴訟を滅効させたり，裁判上の呼出しが棄却
された場合，裁判上の呼出しによる中断効は生じなかったものとみなされる59。
３　小括
　フランス古法と比較した場合，フランス民法典上の時効中断制度の最大の特
徴は，裁判上の呼出しと判決による公権的な権利確定を結びつけたことである
と考える。これは，古法においてほとんど見られなかったものであり，大きな
改革であったといえよう。もっとも，民法典の立法担当者であるビゴ・プレア
ムヌーは，裁判上の呼出しと判決による公権的な権利確定を関連づける理由を
明らかにしていない。
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36　金山・軌跡105頁。POTHIER, op.cit., Traité des obligations., p. 374., no 679.
37　金山・軌跡90頁。BOURJON, op.cit., t.1., p. 1086., no 2.
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38　ブルジョンは，方式違反の裁判上の呼出しや黙示の承認に中断効が認められるのは，30年
の消滅時効が好ましくないからであると説明する（BOURJON, op.cit., t.2., pp. 574-576., no 
83 et no 95.）。もっとも，ブルジョンは，30年の消滅時効が，全ての同邦（les concitoyens）
の良き秩序と利益のためのもので好ましいとも述べている（BOURJON, op.cit., t.2., p. 564, 
no 1.）。金山は正当にも，ブルジョンのこのような構造把握が矛盾していると指摘する（金
山・軌跡94頁）。
39　金山・軌跡205頁。DUNOD, op.cit., p. 56.
40　金山・軌跡205頁。BOURJON, op.cit., t.2., pp. 574-575.,no 83.
41　金山・軌跡217頁脚注（17）。BOURJON, op.cit., t.2., pp. 574-575.,no 83.
42　金山・軌跡206頁。DUNOD, op.cit., p. 56-57.
43　金山・軌跡207頁。
44　金山・軌跡217頁脚注（14）。POTHIER, op.cit., Traité des obligations., p. 382., no 696.
45　金山・軌跡217頁脚注（22）。BOURJON,op.cit., t.2., p. 575 ; POTHIER, loc.cit ; DUNOD, 
op.cit., p. 57.
46　金山・軌跡210頁。DUNOD, op.cit., p. 58.
47　金山・軌跡212頁。POTHIER, op.cit, Coutume d’orléans, pp 418 et s., nos 45 et s.
48　金山・軌跡211頁。BOURJON,op.cit., t.2., p. 575., no 78 et p. 576., no 80-81.
49　金山・軌跡220頁。
50　金山・軌跡220頁。
51　金山・軌跡221頁。
52　金山・軌跡296頁以下，特に333頁脚注１参照。
53　金山・軌跡311頁。P. A. FENET, Recueil complet des travaux préparatoires du code civil., 
t.1., 1836, pp. 59 et s.
54　FENET, op.cit., t.2., p. 407.
55　この部分の原文は，「Si le possesseur est relaxé de sa demande」である。この文章の所
有形容詞「sa」が何を受けているのかが問題となろう。同条の「原告がその請求を取り下
げた場合」における「その請求（sa demande）」は，「原告」を受けている。本稿は，「Si 
le possesseur est relaxe de sa demande」の「sa」も「原告」を受けているものと解釈する
こととしたい。それは，占有者が自らの請求によって時効を中断するような事態が想定でき
ないからである。なお，破毀院とナンシー裁判所は，この「sa」が何を意味するのか不明
瞭なためか，この条文の所有形容詞「sa」を定冠詞「la」に置き換えることを提言している
（FENET, op.cit., t.2., p. 751 et t.4., p. 618.）。
56　共和歴8年委員会草案については，裁判所からいくつかの意見が提出された。破毀院は，
方式違反で無効な裁判上の呼出しにも中断効を認めるべきであるとし（FENET, op.cit., 
t.2., p. 750.），共和歴8年委員会案が滅効によって効力を失うものとして提示している行為
のうち，催告を削除し，支払命令を挿入すべきであるとしていた（FENET, op.cit., t.2., p. 
751.）。レンヌ裁判所は，管轄外の裁判上の呼出しが時効を中断しないと定めるべきである
とした（FENET, op.cit., t.5., p. 404.）。パリ裁判所（FENET, op.cit., t.5., p. 287.）は，共
和歴8年委員会案29条につき破毀院と同じ意見を述べている。
57　Fenet, op.cit., t.15., pp. 567 et s.
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58　フランス民法典の翻訳にあたっては，法務大臣官房司法法制調査部『フランス民法典―物
権・債権編―』法務資料441号（1982年）を参考にした。
59　金山・軌跡387頁以下。Fenet, op.cit., t.15., pp. 583-584. グピル・プレフェンによる立法
理由説明は，時効中断事由について言及していない（Fenet, op.cit., t.15., pp. 606.）。
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第３章　フランス民法典制定後における学説と判例及び立法の展開
一　フランス民法典制定から1930年の保険法制定までの展開
　ここでは，フランス民法典が制定された1804年から保険法の制定された
1930年までの学説と判例を検討する。この時期，時効中断の根拠について権
利確定説と権利行使説が存在していた。もっとも，多数説は権利行使説であっ
た１。数少ない権利確定説の論者であるラベによれば，時効中断の根拠は，判
決又は債務者の承認によって権利の存在が確認されることにある。民法典上，
債権者による裁判上の呼出しの時点から時効が中断するとされているものの，
これは，債権者が訴訟の遅延による不利益を被らないために，法が裁判上の呼
出しの日までの判決の遡求効を認めたものであると解される２。
　フランス民法典において，10年または20年の取得時効の成立要件である占
有者の善意は，占有取得の時に存在すれば足りるとされ（旧2265条），30年
の取得時効・消滅時効は占有者や債務者の悪意を問わないと定められた（旧
2262条）。そのため，権利行使説を採る者は，裁判上の呼出しによる義務者の
悪意を基礎に時効の中断効を説明するのではなく，時効の存在理由と関連づけ
て時効の中断効を説明する。ローランは，時効の存在理由を公益説に求める。
すなわち，時効は，権利の不確実性に基づく裁判を終結させ，共同生活を可能
にするために権利の無制約性を放棄するものである３。ローランは，時効制度
の前提が権利者の不作為であるとした上で，裁判上の呼出し又は強制執行がな
されたならば，権利者の作為が存在し，最早，時効を問題にする余地がないか
ら，時効が中断すると述べる４。これに対して，コルメ・ド・サンテールは，
時効の存在理由を公益説だけでなく，推定説にも求める。すなわち，権利者に
よる権利行使が余りに遅い場合には，その権利が存在しない又はもはや存在し
ないことを権利者自身が承認しているという蓋然性があるという。そして，裁
判上の呼出し･差押え・支払命令は，権利の表示であり，もはや権利者の権利
行使が遅れていると見ることができないことから，時効を中断する５。
　なお，裁判上の呼出しをする場合に，原告は時効の中断を主張する必要がな
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い。時効の中断効は，権利の承認を得ようとする意思を示す原告の行為に対し
て法が与えたものであって６，原告は，係争の対象となる権利の承認を得よう
とする意図を示せば十分であるとされる７。 
１　裁判上の呼出し
（一）裁判上の呼出しの拡大解釈
　古法と同様に旧民訴法においても，裁判上の呼出し（ajournement, 
citation, assignation）は，訴訟の起算点であり，原告から被告に対する執達
書の送達によって行われる８。学説は，旧2244条の定める「裁判上の呼出し
（citation en justice）」という文言を拡大解釈する傾向にある。旧2244条で
用いられている「citation」とは，本来，治安裁判所（tribunal de paix）に被
告を呼び出す場合に用いられる言葉であり，別の裁判所における呼出しには，
「ajournement」や「assignation」という言葉が用いられていた。しかし，
本条における「citation」という言葉は，一般的な意味，すなわち，執行吏によっ
て送達される執達書でなされた裁判上の請求を意味するものと解釈された９。更
に進んで，多くの学説は，執達書による裁判上の請求だけでなく，附帯請求，
反訴，参加（intervention）といった，全ての適法な裁判上の請求が同条の「裁
判上の呼出し」に含まれると解する10。
　判例も，旧2244条の定める「裁判上の呼出し」を拡大解釈し，反訴11，任意
参加12，破産手続開始の申立て13及び破産手続における債権の届出14がこれに
当たるとする。
（二）執行吏による執達書の送達の必要性
　旧2244条は，「権利者が時効取得を妨げようとして送達された（signifié）
裁判上の呼出し」と定めている。コルメ・ド・サンテールは，執達書の送達が
裁判上の呼出しによる中断の成立要件であると解し，破産手続開始の申立て
が，義務者への執達書の送達を欠いており，旧2244条の定める裁判上の呼出
しに当たらないとする15。
　しかし，多くの学説は，破産手続開始の申立てが旧2244条の定める裁判上
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の呼出しに当たると解する16。ユックは，旧2244条でいう送達には，執行吏に
よる執達書の送達だけでなく，送達に相当する行為も含まれると解する17。更
に進んで，旧2244条の送達が裁判上の呼出しによる中断の成立要件でないと
する見解もある。特に，ブフノワールは，裁判上の呼出しによる時効中断を定
める旧2244条の法的根拠に言及している。旧2262条が悪意の占有者における
取得時効の成立を認めている以上，執達書の送達による占有者の認識は時効の
成立に影響を及ぼさない。むしろ，旧2244条は，時効によって利益を受ける
占有者ではなく，所有者の側に力点を置いており，裁判における所有者の権利
主張こそが旧2244条による時効中断の基礎である。それゆえ，裁判上の呼出
しが執達書の通達を伴わなかったとしても，法律上有効であれば，その裁判上
の呼出しは時効を中断する18。 
（三）準備的勧解の申立てと時効の中断 19 
　旧民訴法48条乃至58条は，義務的な勧解前置主義を採用しており20，旧民
訴法57条は，旧2245条の法定期間を，当事者の出頭しなかった日又は勧解が
不成立となった日から1ヶ月と定めた。
　旧2245条で勧解の呼出しが時効中断事由とされる理由を，旧民訴法におけ
る勧解前置主義に求める見解がある。ボードリー ･ラカンティヌリー＝ティ
シェは，義務的な勧解前置主義において，原告が訴訟遅滞による不利益を被ら
ないために，裁判上の呼出しの前の勧解の呼出しに対して，時効中断効という
裁判上の呼出しと同じ利益を確保したものが旧2245条であるとし，裁判上の
呼出しによる時効中断効が勧解の呼出しの日に遡求すると説明する21。
　これに対して，オーブリー＝ローは，勧解の呼出しに中断効を付与された理
由が勧解前置主義でないという。すなわち，勧解の呼出しによって，相手方に
対して，十分認識可能な方法で，原告の主張やそれを裁判上で主張する意思を
知らしめたことが，旧2245条の定める中断効の根拠であるとする22。
（四）管轄違いの裁判上の呼出し（旧2246条）
　旧2246条で管轄違いの裁判上の呼出しにも中断効が与えられる理由として，
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学説は次の三つの理由を述べる。すなわち，(a)管轄違いの裁判上の呼出しが
あった場合，原告にはその移送の請求が義務づけられており，請求がなされな
ければ裁判所が職権で移送することから（旧民訴法170条），管轄違いの裁判
上の呼出しは，無効な裁判上の呼出しではない23，(b)管轄の問題が極めて繊
細な問題であって，原告がこの避けがたい錯誤の犠牲になるべきでない24，(c)
管轄違いの裁判上の呼出しであったとしても，権利を行使するという所有者又
は債権者の意図が十分に表示されている25。
（五）裁判上の呼出しが中断効を失う場合（旧2247条）
　前述のとおり，フランス民法典は裁判上の呼出しと判決による公権的権利確
定を関連づけている。権利行使説を採るマルカデは，判決による公権的権利確
定が，裁判上の呼出しによる時効中断の条件であるという。すなわち，裁判上
の呼出しによる中断は，条件つきの中断でしかなく，その請求の最終的な成功
に従う26。
（１）方式違反による無効
　学説は，方式違反によって裁判上の呼出しが無効となる場合，裁判上の呼出
し自体が無かったことになるので，その方式違反の裁判上の呼出しが何らの中
断効も発生させないという27。もっとも，裁判上の呼出しの方式違反による無
効は，被告によって主張されねばならない。すなわち，管轄違い以外の全ての
抗弁の前に，被告が方式違反を主張しなければ，その方式違反の瑕疵は治癒さ
れる（旧民訴法173条）。方式違反の裁判上の呼出しであっても，方式違反の
瑕疵が治癒されたならば，その裁判上の呼出しは時効を中断する。反対に，被
告が方式違反を主張して裁判上の呼出しが無効となった場合，その裁判上の呼
出しは存在しなかったものとみなされ，時効は過去に遡って進行していたもの
として扱われる28。
　いくつかの学説は，民法典が管轄違いの裁判上の呼出しと方式違反の裁判上
の呼出しで時効の中断効に差異を設けていることについて，異議を唱える。マ
ルカデは，管轄違いと方式違反における瑕疵の程度に着目する。すなわち，方
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式違反による無効は，被告の沈黙によって治癒される程度の瑕疵であるのに対
し，管轄違いの場合，被告の同意があったとしても，その瑕疵は治癒されな
い29。それゆえ，衡平の観点から，方式違反の裁判上の呼出しにも時効の中断
効を認めるべきであるという30。また，ギユアールは，旧2247条の根拠は不十
分であるとした上で，被告が方式違反の裁判上の呼出しを容認するならば，そ
の方式違反の裁判上の呼出しにも時効の中断効を認めるという立法が好ましい
という。それは，裁判上の呼出しが管轄違いの場合でも方式違反の場合でも，
権利者の用心深さ（vigilance）は同じ程度であり，義務者は訴えられた権利
の存在を知らされているからである31。
　判例では，執達書が旧民訴法61条1号の定める原告の氏名を欠く事案（破毀
院民事部1881年1月5日判決（S. 1881. 1. 266.））や，旧民訴法65条の定める
調停不成立の調書を執達書に添付しなかった事案（破毀院民事部1843年1月
16日判決（S. 1843. 1. 97 ; D.P. 1843. 1. 49.））で，裁判上の呼出しが方式違反
により無効であるとして消滅時効の中断が認められなかった32。
（２）請求の取下げ
　学説は，本条でいう「請求」の取り下げを「訴訟」の取下げと解した上で33，
その取下げによって裁判上の呼出し前の状態に回復する（旧民訴法403条）こと
から，裁判上の呼出しが時効中断効を失うとする34。
　判例は，例外的に，取下げによっても裁判上の呼出しの中断効が失われない
場合があることを認める。破毀院刑事部1884年3月14日判決（D.P. 1885. 1. 90.）
は，請求の取下げが純粋かつ単純なもので訴訟が放棄されたと考えられる場合
であれば，取下げによって裁判上の呼出しが時効中断効を失うとしつつも，当
初訴えを提起した裁判所が管轄違いであったことを理由とする請求の取下げで
あり，かつ管轄のある裁判所で改めて訴え提起することを取下げの際に明示し
ていた場合には，その取下げが裁判上の呼出しの中断効を失わせないとする35。
（３）訴訟の滅効
　旧民訴法において，訴訟手続は3年間の訴訟行為の不存在によって滅効する
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（旧民訴法397条）36。もっとも，訴訟を滅効させるためには，訴訟当事者が訴
訟の滅効を主張する必要があり，滅効の主張の前に有効な訴訟行為がなされる
と，その瑕疵が治癒される（旧民訴法399条）。
　訴訟の滅効は，推定された取下げとして位置づけられる。すなわち，原告が
訴訟を放置する場合，原告の取り下げの意思が推定されることから，訴訟手続
が滅効する37。それゆえ，訴訟手続の滅効は，請求の取下げと同様に，裁判上
の呼出しの時効中断効を失わせる38。
（４）請求の棄却（rejet）
（a）旧2247条の適用範囲
　わが国で一般的に用いられている，棄却と却下の区別39は，フランスでは
用語法上存在しないと言われている40。フランス旧民訴法の下，「本案の防御」
と「抗弁」と「訴訟不受理事由」の概念が存在していた。「本案の防御」とは，
原告が主張する権利が存在しない又はもはや存在しないことを理由に，原告
の請求が不当でありかつ法律上の根拠がないことを明らかにする防御方法で
あり，「訴訟不受理事由」とは，原告によって主張された権利を直接争うこと
なく，不受理を宣言させることで原告の請求に対抗する防御方法であり，「抗
弁」とは，被告が権利の本案や訴権の要件について攻撃することなく，請求の
本案それ自体についての議論を延期させるものである41。わが国において，訴
訟適格（qualité）や訴えの利益（intérêt）は訴訟要件の問題と位置づけられ
るが，フランスの旧民訴法では，訴訟適格や訴えの利益の欠缺が「訴訟不受理
事由」に当たると解されていた。この訴訟不受理事由と本案の防御は，概念
上区別されているものの，その効果については，請求を失敗に終わらせる（la 
demande est tenue en échec）という点で，同一の効果があるものと位置づけ
られていた42。
　判例は，旧2247条が，本案の防御に基づく棄却だけでなく，訴訟不受理事
由に基づく棄却に対しても適用されるとする（破毀院予審部1869年6月7日判
決（D.P. 1870. 1. 54））。破毀院民事部1877年1月8日判決（S. 1877. 1. 147 ; D.P. 
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1877. 1. 81.）も，旧2247条の規定が，本案の防御によって請求の棄却された
場合と，訴訟不受理事由によって請求が棄却された場合を区別していないとす
る。それは，本案の防御による棄却の場合であれ，訴訟不受理事由による棄却
の場合であれ，棄却された裁判上の呼出しは，訴訟手続の終結後，原告に有利
な効果を一切発生させないからである。
　棄却によって裁判上の請求の中断効が失われるという旧2247条の根拠を，
判決の既判力に求める学説がある。原告の請求が棄却された場合，当事者とそ
の承継人において，その判決に既判力があり，原告は再度裁判上の請求をする
ことができなくなる。この場合の当事者は，時効の抗弁ではなく，既判力の抗
弁によって保護されるので，もはや時効の中断を論ずる余地がない。それゆえ
旧2247条は既判力に基づくものと解される43。
　別の学説は，旧2247条が判決の既判力を主張できない者を保護するための
規定であると解する。例えば，連帯債権において，一人の債権者の請求によ
る時効の中断は他の者に及ぶ（1199条）が，その請求を棄却する判決の既判
力は，一人の債権者にしか対抗できない。そこで，旧2247条は，他の債権者
が債務者に対して新たな訴えを提起したとしても，棄却された裁判上の呼出
しによる中断がなかったものとして債務者が時効を主張できることを認める
ものである44。
　また，ボードリー・ラカンティヌリー＝ティシェは，請求が本案の防御では
なく訴訟不受理事由に基づいて棄却された場合，すなわち，その裁判の被告が
既判力を対抗できず原告が訴権を再び行使できる場合にも，旧2247条が適用
されるという。ボードリ ・ーラカンティヌリー＝ティシェは，その根拠として，
前掲・破毀院民事部1877年1月8日判決を引用する45。
　これらに対して，オーブリー＝ローは，裁判上の呼出しが本案の防御によっ
て棄却された場合，時効を論ずるまでもなく，既判力を用いて新たな裁判上の
呼出しを排除できると指摘する。それゆえ，旧2247条は，原告による再度の
裁判上の呼出しを防止できない場合，すなわち訴訟不受理事由によって裁判上
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の呼出しが棄却された場合を前提としているという46。
（b）時効中断効が保持される場合
　トロロンは，本案の防御に基づいて請求が棄却された場合（以下では，「本
案棄却」という）でも，裁判上の呼出しの時効中断効が保持される場合がある
という。本案棄却が純粋かつ単純なものであった場合，裁判上の呼出しは中断
効を失う。しかし，本案棄却に留保が付せられていた場合，裁判所は，原告の
請求の全てを棄却しておらず，裁判上の呼出しの効果が完全に保持されてい
る。したがって，裁判上の呼出しに対して，留保付きで本案棄却がなされた場
合，その裁判上の呼出しに対して旧2247条が適用されず，裁判上の呼出しの
時効の中断効が保持されるとする47。
　しかし，オーブリー＝ローは，トロロンの類型化を批判して，訴訟が最終的
に決着しているか否か，もしくは，訴訟が未だ存続していると考えるべきか否
かが重要な問題であるとする48。それゆえ，裁判上の呼出しの時効中断効が保
持されるのは，裁判上の呼出しが暫定的に排除されたにすぎず，訴訟が最終的
に決着していない場合である49。
　破毀院予審部1866年7月4日（S. 1866. 1. 315 ; D.P. 1866. 1. 489.）では，本
案の防御によって棄却された裁判上の呼出しによる時効中断効が問題となっ
た。1832年9月6日に行われたXとYの遺産分割につき，計測の過誤があった
として，Xは，Yと，1862年8月30日にYから本件土地を買い受けたAに対し
て所有物の返還を求める訴えを提起したところ，1863年5月28日のリヨン控
訴院は，Aにおいて短期取得時効が完成しているとして，Aに対する所有物返
還の訴えを棄却すると共に，Yに対する所有物返還の訴えも棄却したものの，
Yの行為によって損害賠償訴権が発生する余地があり，物的訴権（所有物返
還訴権）と異なる権利がXに留保されていると述べた。そこで，Xは改めて，
1863年8月26日，Yに対して損害賠償を求める訴えを提起し，Yが遺産分割時
を起算点とした30年の消滅時効の完成を主張したところ，Xが1862年8月30
日の裁判上の呼出しによる時効中断を主張した。破毀院は，1863年のリヨン
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控訴院判決が，Xの損害賠償訴権が存在するとしても，時効などの抗弁に晒さ
れる危険の下でしかXが損害賠償訴権を行使できないことを述べていることか
ら，1862年8月30日の裁判上の呼出しによる時効中断を否定し，消滅時効の
完成を認めた50。
（五）一つの権利に基づく裁判上の呼出しが他の権利の消滅時効を中断する場合
　多くの学説は，法諺「一つの物についての中断は他の物に及ばない（Non 
fit interruption de re ad rem nec de quantitate ad quantitatem）」が原則で
あると解する。すなわち，二つの権利を有する者が，そのうちの一つにつき裁
判上の呼出しをしたとしても，行使された権利の消滅時効だけが中断されるの
であって，他の権利の消滅時効を中断しない51。
　しかし，学説は，この法諺の例外を認めている。第一の例外は，元本債権と
利息債権である。元本債権が存在しなければ利息債権も存在しないのであるか
ら，債権者が利息債権につき裁判上の呼出しをした場合には，元本債権の消滅
時効も中断する。逆に，元本債権につき裁判上の呼出しをした場合，その裁判
上の呼出しは元本債権の従たる債権である利息債権の消滅時効も中断する52。
　第二の例外は，相続回復訴権や遺産分割訴権のような包括訴権である。遺産
分割訴権の場合，分割すべき包括財産の全てが目的となっているから，遺産分
割の訴え提起は，遺産から生じる果実の返還訴権の消滅時効も中断すると考え
られている53。
　第三の例外は，ある権利の行使が，他の権利行使を実質的に含んでいる場合
である。ローランによれば，例えば，土地の明渡しを求める訴え提起は，売買
の無効を求める訴え提起を実質的に含んでいるという54。もっとも，ユックは，
ある権利行使がどのような権利の行使を実質的に含みうるのかという判断が困
難な問題であると指摘する55。
　判例は，次の場合に，一つの権利の裁判上の呼出しが他の権利の消滅時効を
中断することを認めている。
　まず，利息債権の消滅時効が中断された場合，元本債権の消滅時効も中断す
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るとしている56。
　次に，遺産分割訴権のような包括訴権に基づく訴え提起は，遺産から生じる
果実の返還訴権の消滅時効も中断する。破毀院民事部1852年12月6日判決（S. 
1853. 1. 253 ; D.P. 1853. 1. 50.）は，遺産分割を求める訴えが提起され，その
判決が確定した後に，遺産に関する果実の返還を求める訴えが提起された事案
で，遺産分割を命ずる判決が遺産に関する果実の返還に関する形式的文言を欠
くとしても，果実の返還というものが必然的かつ黙示的に相続財産の分割を命
ずる処分に従うとして，遺産分割を求める裁判上の呼出しが果実の返還訴権の
消滅時効を中断するとした。
　また，判例は，原告が，ある行為を否定する権利に基づいて裁判上の呼出し
をした後に，ある行為を否定するもう一つの権利を行使した場合，第一の権利
に基づく裁判上の呼出しが実質的に第二の権利の権利主張を含むものであった
として，第一の権利に基づく裁判上の呼出しが第二の権利の消滅時効を中断す
るとしている。破毀院予審部1837年3月2日判決（S. 1837. 1. 985 ; D.P. 1837. 1. 
280.）は，1807年にAが死亡し，1816年2月29日にAの共同相続人X1とX2が，
自己の相続分をAの共同相続人であるY1とY2に対して贈与したものの，1826
年2月15日に，XらがYらに対して遺産の分割を求める訴えを提起し，1830年
11月24日になって，Xらが申立書を訂正し，1816年の贈与契約のレジオンに
基づく無効を主張したところ，Yらが右契約時から10年の消滅時効（旧1304
条）を主張した事案で，1816年のXらによる贈与契約とXらによる遺産分割の
訴えが相容れないものであるから，Xらによる遺産分割の裁判上の呼出しが実
質的に1816年の贈与契約の無効の主張を含むものであったとして，遺産分割
の裁判上の呼出しによって無効訴権の消滅時効が中断しているとした57。
　なお，破毀院民事部1863年8月3日判決（S. 1863. 1. 541 ; D.P. 1863. 1. 363.）
は，遺産分割無効請求を取り下げた後に，遺言で定められた終身定期金の支払
を求めた事案で，遺産分割無効の請求が取り下げられた以上，最初の裁判上の
呼出しが終身定期金の支分権の消滅時効を中断しないとした58。
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（六）債務者からの裁判上の呼出しが棄却された場合と時効の中断
　債権者に先んじて，債務者が意思表示の瑕疵に基づく債務不存在確認を求め
る訴えを提起したものの，債務者の訴えを棄却する判決が確定した場合，こ
の判決は債権の消滅時効を中断するのであろうか。この議論は，破毀院民事
部1879年1月13日判決（S. 1879. 1. 441.）を嚆矢とする。これは，Aが，Xを
引受人として1869年2月末日を支払期限とした為替手形を振り出したところ，
1869年にAにつき破産の申し立てがなされ，その手続において本件手形を競
落したと主張するYに対して，1873年にXが本件手形の無効確認を求める訴え
を提起し，Yが反訴として，1874年9月に手形金支払いを求める訴えを提起し
たので，Xが1869年2月末を起算点とした5年の消滅時効（商法旧189条）を
援用した事案であった。原審が，（1）1869年7月のAからXに対する破産申立
てがあったこと，及び（2）1873年にXからYに対する無効確認の訴えがあっ
たことを理由に時効の中断を認めたので，Xが上告した。破毀院は，（1）につ
き，破産申立てが最終的に棄却されていたことから，旧2247条によって破産
申立ての中断効が失われるとし，（2）につき，Xによる無効確認の訴え提起が
手形債権の消滅時効の中断事由にならず，かつ，Yの反訴につき，仲裁報告人
（arbitre rapporteur）による報告書の寄託された時点である1874年4月2日
が反訴の効力発生時期であるが，その時点までに1869年2月末日を起算点とし
た5年の時効が完成しているとして，原判決を破棄した。
　権利確定説を採るラベは，債務者による債権者の権利の無効確認を求める訴
えを棄却する判決や時効消滅の確認を求める訴えを棄却する判決に，時効中断
効があると解する。すなわち，債務者が債権者の権利の無効確認を求める訴え
を提起した場合，裁判所が，無効訴権について審理し，本案の防御に基づいて
棄却することで，権利の有効性を承認しているといえる。また，債務者が債権
者の権利の時効消滅の確認を求める訴えを提起した場合でも，裁判所が消滅時
効の完成を認めないと判断したならば，その時点で債権者の権利が存在すると
判断しているとする59。
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　これに対して，権利行使説を採るボードリー ･ラカンティヌリー＝ティシェ
やユックは，債権者の権利行使に着目する。すなわち，債務者から債権の無効
確認を求める訴えや時効消滅の確認を求める訴えが提起された場合でも，債権
者がこの訴訟において債務者の主張を争っているのであれば，債務者による債
権者の権利の無効確認を求める訴えや時効消滅の確認を求める訴えを棄却する
判決に時効中断効が認められる。それは，債権者が債務者の主張を棄却するた
めに裁判に出席し，その裁判において債務者の主張を争うことで，債権者が裁
判上自己の権利を行使したものと解することができるからである60。
（七）裁判外の催告
　多くの学説は，時効の中断事由を制限列挙であって，裁判外の催告が時効中
断事由に当たらないとする61。権利者が注意深い者であり，その権利に確信を
持つ者ならば，権利者は，単なる裁判外の手段でなく，その権利を承認させる
手段又は執行させる手段を必ずとるはずだから，裁判外の催告は時効を中断し
ないという62。
　もっとも，判例は，旧2169条における裁判外の催告に時効の中断効を認め
ている。抵当権の設定された不動産の第三取得者は，その所有権を滌除する
ために定められた方式を満たさない場合，取得者として引き続き全ての抵当
負債について義務を負うものとされる（旧2167条）。そして，第三取得者がそ
の義務を完全に満足させない場合，旧2169条は，「当初の債務者に対する支払
命令，及び第三取得者に対する弁済又は委付の催告がなされてから30日後に，
それぞれの抵当債権者は，第三取得者に対して抵当不動産を売却させる権利を
有する」と定める。破毀院予審部1854年12月27日判決（S. 1854. 1. 113 ; D.P. 
1855. 1. 52.）は，抵当権者が第三取得者に対して抵当権を実行したところ，第
三取得者が抵当権の時効消滅を主張した事案で，旧2169条の定める催告は，
支払命令の形式で行われたものでないが，右催告の時点をもって，抵当権を滌
除するための法定期間が進行を開始し，抵当権者が抵当不動産の果実を収受で
きることになるから，右催告が第三取得者に対して支払命令と同じ目的と効果
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を有するとして，右催告によって時効が中断するとした。
　学説も，旧2169条の定める催告に対して時効中断効を認める。旧2169条の
定める催告は，抵当債権者にとって，第三取得者に対する差押のために必要な
準備行為であり，実質的に，差押えの予告である。この場合の裁判外の催告に
は，曖昧で不明瞭な性質がなく，かつ，債権者から第三取得者に対する唯一の
直接の手段であるから，支払命令に等しいものと解さねばならないとする63。
（八）レフェレの訴え提起
　レフェレ（référé）とは，本案受理判事でない判事に即時に必要な処分を命
じる権限を法律が与えている場合において，当事者の一方の要求により，他方
当事者の出席又は呼出しのもとになされる仮の裁判である64。緊急事態に対処
するための手続であることが，レフェレの特徴である（旧民訴法806条）65。
　判例（破毀院民事部1883年6月5日判決（S. 1884. 1. 49.））は，次のような
事案で，レフェレの訴え提起が旧2244条でいう裁判上の呼出しに当たらない
とした。1863年，Xは，その所有する城の修復と拡張の工事をYに依頼した。
1864年にXが建築物の受取（réception）をしたものの，1873年になって，Y
の工事による建築物の瑕疵が明らかになったことから，1873年11月29日，X
はYに対して鑑定のためのレフェレの訴えを提起した。1873年12月2日に裁
判所によって命じられた鑑定は，1875年5月9日まで及んだ。Xは，鑑定の終
了を待つことなく，1875年1月12日，Yに対して損害賠償を求める訴えを提起
した。セーヌ裁判所1876年2月4日判決は，1873年11月29日のレフェレの訴
え提起によって，損害賠償訴権に関する2270条の10年の消滅時効が中断した
として，Xの請求を認容した。Yより控訴したところ，パリ控訴院1877年5月
12日判決（S. 1877. 2. 195.）は，基礎工事が1863年に履行されてから10年以
上が経過しており，かつ，旧2244条でいう裁判上の呼出しとは，時効の完成
を妨げたいと望む者の権利を明確に主張する請求又は権利を求める請求であっ
て，レフェレの請求が権利に関する事実確認のために用いられることが多く，
レフェレによって確認された事項も確定的なものでなく，訴訟の基礎となるも
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のを準備するものにすぎず，権利者が何らの権利も主張していないとして，レ
フェレの訴え提起による時効中断を認めず，Xの請求を棄却した。Xが上告し
たところ，破毀院民事部1879年8月5日判決（S 1879. 1. 405 ; D.P. 1879.1.17.）
は，レフェレの中断効について言及することなく，瑕疵が明らかになった時が
Xの損害賠償訴権の消滅時効の起算点であるとして，原判決を破棄し，アミア
ン控訴院へ移送した。
　アミアン控訴院1880年3月16日判決（D.P. 1880. 2. 247.）は，Xの損害賠償
訴権の消滅時効の起算点をXの受取時である1864年とした上で，権利者が権
利を要求するような行為だけが旧2244条の裁判上の請求に当たると解すべき
であり，本件のように，レフェレの訴え提起が，レフェレによる命令の結果と
して鑑定人によって確認された事項に基づいて，権利を最終的に行使するため
の単なる準備的手段である場合，レフェレの訴え提起は旧2244条でいう裁判
上の呼出しと考えることができず，1864年を起算点とする消滅時効が完成し
ているとして，Xの請求を棄却した。Xが再び上告したところ，破毀院連合部
1882年8月2日判決（S. 1883. 1. 5.）は，Xの損害賠償訴権の消滅時効の起算点
をXの受取時としつつも，レフェレの訴え提起による時効中断については破毀
院連合部の管轄でないとして，破毀院民事部に移送した。
　破毀院民事部1883年6月5日判決（S. 1884. 1. 49.）は，Xによるレフェレの
訴え提起は，本案に関する申立てでなく，レフェレによる命令の結果として鑑
定人によって確認された事項に基づき権利を最終的に行使するための単なる準
備的手段にすぎず，レフェレの訴え提起を旧2244条でいう裁判上の呼出しと
考えることができないとして，レフェレの訴え提起による時効中断を否定し，
Xの上告を棄却した。
　時効中断の根拠につき権利行使説を採る学説の多くは，レフェレの訴え提起
が裁判上の呼出しに当たらないと解する。すなわち，レフェレの訴え提起は，
将来的な権利行使のための暫定的手段であって，時効によって脅かされる権利
に関する断固として明確な請求とはいえないので，裁判上の呼出しに当たらな
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いとする66。もっとも，レフェレの訴え提起の申立書の中に権利の承認を求め
る内容が含まれているような場合，このレフェレの訴え提起は，管轄のない裁
判官に対してなされた真の裁判上の呼出しであるから，管轄違いの裁判上の呼
出しとして旧2246条に基づいて時効の中断効が認められるという67。
　もっとも，プラニオル＝リペールは，レフェレの訴え提起が紛争的性質を有
していることから，一定期間内に裁判上の請求へと進むという条件の下でなら
ば，中断効を認めるべきであるという。しかしながら，当時の民法典の解釈と
しては，レフェレの訴え提起を中断事由とする特別な条文がない以上，レフェ
レの訴え提起を中断事由と見ることができないとする68。
　ラベは，先に見たように，時効中断の根拠につき権利確定説を採る。この見
解からすれば，レフェレ手続では判決による権利確認まで至らないのであるか
ら，レフェレの訴え提起は時効の中断事由に当たらないと解すべきようにも思
われる。しかし，ラベは，次の理由から，レフェレの訴え提起に中断効を認め
るべきであると主張する。レフェレの訴訟と本案の訴訟では，レフェレの訴訟
の方が迅速に鑑定を実行できるという有用性がある。もっとも，この二つの手
続は併存し得ない。本案についての裁判上の呼出しだけが時効を中断すると解
するならば，権利者は，本案の訴えを選択し，レフェレによって得られる利益
を放棄するだろう。反対に，レフェレの訴え提起による時効中断が認められる
ならば，権利者は，先にレフェレの訴えを提起して，迅速な事実確認をするよ
うになるだろう。レフェレによる迅速な確認を確保した後に，当事者が本案の
訴えをなすべきであると考えるとしても，本案の訴えがレフェレの訴え提起か
ら余りに遅くならないようにすることが望ましい。それゆえ，レフェレの訴え
提起による時効中断を認めるのであれば，準備的勧解の呼出しと同様に，一定
期間内に，本案に関する裁判上の呼出しが続く必要があるとする69。
　もっとも，ラベは，レフェレの訴え提起による中断効について民法典が何も
定めていないという。そこで，ラベは，準備的手続に時効中断効を認めた立法，
すなわち1837年7月18日の市町村（commune）に対する訴え提起に関する法
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律70と1838年5月20日の家畜の売買に関する法律71から類推解釈することで，
レフェレの訴え提起に時効中断効を認める72。
２　支払命令と差押え
　支払命令とは，執行吏が債務名義（判決又は公署証書）に従って債務者に債
務の履行を命ずる証書である。支払命令は，差押えの義務的準備手続であるの
で，債務名義の存在を前提とする73。
　もっとも，「支払差止め＝差押え（saisie-arrêt）」（旧民訴法557条）のよう
に，支払命令を必要としない差押えも存在しているので74，差押えそれ自体に
対して中断効を認める意味がある。また，差押え前の支払命令が必要な場合で
あっても，支払命令のなされた時点から再び時効の進行が開始するので，差押
えに対して中断効を認める利益がある75。
　支払差止め＝差押え（saisie-arrêt）とは，裁判官がその用途を決定するま
での間，債権者が第三者に対して，債務者の金銭又は動産を保管するよう義務
づけるものであり，一種の保全措置である76。ボルドー控訴院1828年3月23日
判決（D.P. 1828. 2. 125.）は，支払差止め＝差押えが保全措置に過ぎないとし
て，時効の中断効を認めなかった。これに対して，破毀院予審部1874年3月
24日判決（S. 1875. 1. 86 ; D.P. 1874. 1. 367.）は，支払差止め＝差押えの時効
中断効を認めている。学説も，支払差止め＝差押えに時効中断効を認める77。
すなわち，支払差止め＝差押えが，差押債務者から権利を奪うに至るのである
から，保全措置であると同時に執行方法でもあるとして，支払差止め＝差押え
には時効中断効が認められるとする78。
３　承認
　コルメ・ド・サンテールは，義務者が承認している場合，権利者が中断のた
めに必要な裁判上の行為をしなかったことは十分理解できるという。すなわ
ち，時効援用権者によって権利の存在が自白されて，その権利の存在が確認さ
れているのに，どうして権利者が裁判上の呼出しや差押えや支払命令をする必
要があるのだろうか。それゆえ，承認は旧2244条所掲の中断行為と同等のも
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のとして時効を中断する79。
　これに対して，ローランは，時効援用権者による時効利益の放棄と義務者の
承認による中断を関連づけて考える。すなわち，ローランによれば，公益が求
めていることは，債権者が30年間訴えることなくとどまった場合に，債務者
が債権者の追及から保護されることであって，債務者に時効援用を強制するこ
とではない。そのため，法は，債務者による時効の利益の放棄を認めている。
そして，時効の利益の放棄と同じ理由から，債務者は，債務を承認することで，
既に進行した期間の利用を放棄できるという80。
　もっとも，権利行使説の多くは，承認による時効中断が認められる事例を述
べるだけで，債務者の承認による時効中断の根拠を説明していない81。
　判例（破毀院予審部1885年1月28日判決（D.P. 1885. 1. 358.））は，旧2248
条でいう承認が，完成途上にある時効の事実上の放棄を含むものであり，かつ，
進行した時間を消滅させるものであって，権利の存在の自白を暗示する全ての
行為から生じうるとする。
　債務者による承認は，裁判上の呼出しと同様に，時効中断を求める意思まで
要求されない。債務承認による時効中断という法的効果は，債務者による表示
に対して法が与えたものにすぎず，債務者による債務承認は，意思の表明とい
う純粋なる所為であって，法律行為における意思表示ではない82。
　学説と判例は，明示の承認だけでなく，黙示の承認も時効の中断事由に当たる
とする。黙示の承認は，権利の存在の自白を含む全ての所為から認められる83。
学説は，黙示の承認として主に認定されているのが債務者による債務の弁済で
あると指摘する84。
４　保険契約で定められた短期消滅時効とその中断事由
　破毀院は，公序良俗に反しない限り，時効期間の短縮についての合意が有
効であるとした。それは，時効の利益の放棄を定めた旧2220条は，時効完成
前の放棄による永久の権利を否定するだけであって，法律によって定められ
た期間よりも短い期間内に権利を行使すべきとすることを妨げないからであ
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る85。
　ボードリー・ラカンティヌリー＝ティシェは，時効期間の短縮合意の有効性
を認めた上で，この合意によって，消滅時効が法律上の時効と異なる時効，す
なわち，約定上の時効になると考える。それゆえ，約定上の時効の中断事由に
何が該当するのかということは，当事者意思の解釈に基づいて判断されること
になる86。ティシェは，その時効期間短縮約定において，中断事由を言及して
いない又は明らかにしていない場合，公平な解釈が認められるべきであるとい
う。すなわち，裁判外の請求や鑑定の申請のような一般法上中断事由とされな
いものであっても，契約の性質や期間短縮の目的や存在理由に基づいて，これ
らが約定上の時効の中断事由に当たると解しうるという87。
　判例では，保険契約において１年以下の極めて短期の消滅時効が定められた
事案において，レフェレの訴え提起や手紙の送付による時効中断の可否が争わ
れた。このような事案において破毀院は，契約解釈に基づいて，保険契約の条
項が，時効中断のために裁判上の権利行使を要求しているのかどうかを検討し
ている（破毀院予審部1903年12月9日判決（S. 1904. 1. 387.））。
　破毀院予審部1890年3月18日判決（S. 1893. 1. 139）は，保険契約において
「火災より６ヶ月後における災害に関する弁済の「請求（demande）」が認め
られない」と定められていた事案で，その「請求」につき当該契約で特別な方
式が何ら規定されていないことから，鑑定のためのレフェレの訴え提起やレ
フェレの手続への参加が本条項でいう「請求」に該当し，期間満了前のこれら
の行為によって時効が中断しているとした88。
　しかし，破毀院予審部1896年10月26日判決（S. 1898. 1. 330 ; D.P. 1897. 1. 
5 note C. Koehler.）は，保険契約において「当該契約において保険会社が負
うべき損害賠償の弁済を求める「裁判上の請求（action judiciaire）」は，事
故発生から1年を超えて行使し得ない」と定められていた事案において，保
険事故発生後に保険者に対して送付された手紙が右期間の経過を中断させな
いとした89。
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５　小括
（一）時効中断の根拠
　1804年から1930年までの学説は，時効中断の根拠に関して，権利行使説が
多数説であった。民法典の立法担当者によれば，旧2247条は，裁判上の呼出
しと判決による公権的な権利確定を関連づけるものであった。しかし，権利行
使説は，裁判上の呼出しの方式違反，請求の取下げ及び訴訟の滅効が裁判上の
呼出しの効力を失わせることに着目する。そして，それらの事情によって裁判
上の呼出しが効力を失った結果，裁判上の呼出しの時効中断効が生じなくなる
ということを旧2247条が定めていると解する。すなわち，方式違反の裁判上
の呼出しは無効であり，請求の取下げは裁判上の呼出し前の状態に回復させ
る。訴訟の滅効は推定された取下げと解されるから，訴訟の滅効による中断効
の帰趨は請求の取下げと同様の構造を有する。もっとも，裁判上の呼出しの棄
却の場合には，請求棄却による訴訟終結後，判決で棄却された裁判上の呼出し
が，原告に有利な効果を何も生じないことから，時効中断効が生じなかったと
説明する者もいるが，既判力や連帯債権の観点から時効中断効の不発生を説明
する者もいる。
　時効中断事由を制限列挙であると解し，裁判外
4
の権利行使が時効中断事由に
当たらないとするのが多数説であった。しかし，学説と判例は，旧2244条の
定める「裁判上の呼出し」を拡大解釈し，反訴や破産手続開始の申立て等の裁
判上
4
の権利行使であれば，時効の中断事由である「裁判上の呼出し」に当たる
とした。また，一つの権利行使が実質的に他の権利行使であると解されるので
あれば，一つの権利の時効中断効が他の権利の時効にも及ぶとされる。それに，
債務者が債権の無効を求める訴えや時効消滅の確認を求める訴えが提起された
場合，債権者がこの訴訟において債務者の主張を争っているのであれば，債務
者による債権者の権利の無効を求める訴えや時効消滅の確認を求める訴えを棄
却する判決に時効中断効が認められるとする。したがって，学説は，時効の中
断効の根拠につき権利行使説に立った上で，裁判上の権利行使であれば中断効
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を広く認める傾向にあったといえよう。
（二）レフェレの訴え提起と時効の中断
　権利行使説は，時効の中断効とは，裁判上権利の承認を得ようとする意思を
示す原告の行為に対して法が与えた効果であるとする。これは，裁判上の権利
行使による時効中断には，裁判上の権利行使に加えて，権利の承認を得ようと
する意思が原告に必要であることを述べるものといえよう。この意思が必要と
されるのは，民法典において，裁判上の呼出しと判決による公権的な権利確定，
すなわち判決による権利承認が関連づけられたためであると考えられる。
　権利の承認を得ようとする意思の必要性は，旧2244条の「裁判上の呼出し」
の拡大解釈に一定の限界を定める。レフェレの訴え提起は，裁判上の権利行使
であるにもかかわらず，旧2244条の「裁判上の呼出し」に当たらないと解さ
れている。学説は，レフェレの訴え提起が将来的な権利行使のための準備的で
暫定的な手段であると捉える。他方，レフェレの訴え提起の中に権利の承認を
求める申立て，すなわち，権利の承認を得ようとする意思が含まれているなら，
このレフェレの訴え提起は，真の裁判上の呼出しであるとする。逆に言うと，
レフェレの訴え提起は，暫定的手段であって，通常，権利の承認を得ようとす
る意思が原告に欠けていることから，旧2244条の「裁判上の呼出し」に当た
らないと解されているのである。したがって，裁判上の呼出しと判決による公
権的な権利確定の関連づけは，裁判上権利を行使する者において権利の承認を
得ようとする意思が存在することという要件を旧2244条の「裁判上の呼出し」
に付加し，その要件は旧2244条の「裁判上の呼出し」の拡大解釈に限界を定
めるものとして機能していたといえよう。
　もっとも，学説や判例は，保険契約において短期の消滅時効を定めることを
承認しつつも，一般法上中断事由とされない行為による時効中断を認める。こ
のような保険契約上の消滅時効に関する判例や学説の特別な展開は，1930年
の保険法に影響を及ぼすことになる。
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義は，1949年2月9日の法律によって廃止された（江藤价泰「フランスにおける裁判上の和
解」東京都立大法学会雑誌2巻1号29頁（1961年））。
21　森田・前掲「裁判外紛争解決手続に対する時効中断効の付与」169頁脚注（51）。
22　森田・前掲「裁判外紛争解決手続に対する時効中断効の付与」170頁脚注（52）。
23　Jaques de MALEVILLE, Analyse raisonnée de la discussion du Code civil au Conseil 
d’État, t.4., 1805., p. 379.
24　MOURLON, op.cit., p. 50（もっとも，ムールロンは，管轄違いと方式違反による無効の
差異が論理的なものでないとする） ; HUC, op.cit., p. 497., no 396 ; DURANTON, op.cit., p. 
415., no 265.
25　AUBRY et RAU, op.cit., p. 348., no 215 note 9. コルメ・ド・サンテールは，権利者の
意図に着目した上で，錯誤からの救済という観点も加味して説明する（COLMET DE 
SANTERRE, op.cit., pp. 482-483., nos 353-354.）。これに対して，ローランは，裁判上の請
求が無効の場合，権利を行使する者の意図が，法的に表示されていないことになることから，
その裁判上の請求に中断効がないとする（LAURENT, op.cit., p. 109 ., no 97.）。
26　MARCADÉ, op.cit., p. 179., no 149.
27　VAZEILLE, op.cit., p. 69., no 188.
28　HUC, op.cit., p. 500., no 397.
29　この場合，原告の請求又は裁判所の職権による移送が行われる（旧民訴法170条）。
30　MARCADE, op.cit., pp. 185-186., no 153.
31　GUILLOUARD, op.cit., pp. 198-199., no 209.
32　破毀院民事部1881年3月23日判決（S. 1883. 1. 128 ; D.P. 1882. 1. 351.）では方式違反によ
る瑕疵の治癒が争われた。旧民訴法61条1項では，執達書に代訴士の選任について記載する
よう求められていた。1876年7月に終結した訴訟に関する報酬債権を代訴士Aから相続した
寡婦Xは，1878年2月，Y１とY2に対して報酬の支払いを求める訴えを提起した（以下，第
一次請求という）が，その執達書において代訴士の選任の記載が欠けており，訴訟追行をす
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ることなく放置した後，1879年1月，改めて訴えを提起した（以下，第二次請求という）と
ころ，Yらが旧2273条の2年の消滅時効を主張したので，Xが第一次請求の時点でその時効
が中断していると主張した。原審は，第一次請求の無効をYらが本案の防御の前に主張して
いないとして，第一次請求の時点で時効が中断しているとしたが，破毀院は，第一次請求が
何らの追行がないままにとどまっており，Xの訴権も，第二次請求によって初めて法的に行
使されたのであって，第一次請求の執達書が本件訴訟に関係のないものであるとして，原判
決を破棄した。
　　破毀院民事部1876年12月6日判決（S. 1877. 1. 56 ; D.P. 1877. 1. 55.）は，裁判上の訴えが
提起される裁判所と出頭のための期限を，執達書に表示すべきことを定めた旧民訴法61条4
号の要件が欠けていた事案で，原審が執達書の方式無効に触れていなかったことから，裁判
上の呼出しに中断効を認めた。
33　MOURLON, op.cit., p. 50. ムールロンは権利主張の取下げと区別する。この取下げの場
合，行使すべき権利がもはや存在せず，時効は不要であるという。
34　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 378., no 501 ; DURANTON, op.cit., 
p. 420., no 266. なお，ギユアールは，請求の取下げの場合，原告が権利行使を放棄すること
で，誤って裁判を提起したと被告に対して信じさせるものであり，棄却された場合には，そ
のように解すべき更に強い理由があるとする (GUILLOUARD, op.cit., p. 204., no 217.)。
35　破毀院予審部1903年7月21日判決（D.P. 1903. 1. 536 ; S. 1903. 1. 227.）も，XがYに対し
て担保訴権に基づく訴えを提起した後に，管轄の間違いを理由に別の裁判所で訴訟がもたら
されることを明示的に示した上で，アルジェリア商事裁判所に係属している訴訟を取り下
げ，セーヌ裁判所に再び訴えを提起した事案で，取下げが権利の本案に関するものであるか，
又は純粋かつ単純な場合にだけ，取下げが時効の中断効を失わせるとし，Xの取下げが管轄
違いを理由とするものであるから，中断効が失われないとした。
36　なお，訴訟追行が30年以上行われないまま放置される場合には，訴訟手続の滅効ではな
く，訴訟再開を請求する権利自体が時効消滅していると解される（破毀院予審部1856年5月
6日判決（S. 1856. 1. 887 ; D.P. 1856. 1. 226.））。
37　HUC, op.cit., p. 501., no 399 ; MOURLON, op.cit., p. 51 ; BAUDRY=LACANTINERIE et 
TISSIER, op.cit., p. 379., no 503.
38　DURANTON, op.cit., p. 420., no 266 ; COLMET DE SANTERRE, op.cit., p. 483., no 354 
bis III ; VAZEILLE, op.cit., p. 72., no 199 ; DURANTON, op.cit.,p.420., no 266. なお，滅
効によって訴訟が消滅するだけであって，訴権は存続し，原告は再び訴えを提起できる
（MARCADE, opcit., p. 181., no 151.）。
39　わが国では，一般的に，訴訟要件又は上訴要件の欠缺を理由として訴え又は上訴を不適法
として却下する判決を訴訟判決，訴訟物についての裁判所の判断を内容とする判決を本案判
決といい，本案判決のうち，原告の請求を否定するものを棄却判決という（伊藤眞『民事訴
訟法』423頁（有斐閣，2003年））。
40　山口俊夫編『フランス法辞典』504頁（東京大学出版会，2002年）。
41　Henry SOLUS et Roger PERROT, Droit judiciaire privé, t.1., 1961, p. 282-290., nos 304-
313.
42　SOLUS et PERROT, op.cit., p. 291., no 314. ソリュー＝ペロと結論は同じであるものの，
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ビオシュは，訴訟不受理事由も本案の防御に含まれるものと解する。それは，「被告は，原
告の請求の不受理を主張するのであれば，全ての本案の防御に先立ってその抗弁を提示しな
ければならない」としていた旧民訴法草案185条が削除されたことからも明らかであるとい
う（Bioche, Dictionnaire de procédure civile et commercial, t. 3., 1864, p. 652 et s.）
　　なお，フランスでは，1975年に新民事訴訟法が制定された。訴訟適格や訴えの利益の欠
缺は，本案を審理することなくして，相手方の請求不受理の宣言を求める訴訟不受理事由と
された（新民訴法122条）。すなわち，新民事訴訟法における訴訟不受理事由は，本案につ
いての弁論を避ける攻撃防御方法であると位置づけられている（前掲・『注釈フランス新民
事訴訟法典』133頁）。
43　DURANTON, op.cit., p. 423., no 266 ; COLMET DE SANTERRE, op.cit., p. 484., no 354 
bis V.
44　MOURLON, op.cit., p. 51 ; MARCADE, op.cit., p. 182., no 152 ; BUFNOIR, op.cit., 1900, 
p. 423 ; HUC, op.cit., p. 501, no 400（もっとも，ユックは，この法の趣旨自体に強い疑いを
持っているという）。
45　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., pp. 380-382., nos 504-505.
46　AUBRY et RAU, op.cit., p. 349, no 215 note 16. ブフノワールは，原告適格の欠缺のよう
な事案がそのような訴訟不受理事由の例であると指摘する（BUFNOIR, op.cit., p. 422.）。
47　Raymond TROPLONG, Droit civil expliqué suivant l’ordre du code, De la prescription, 
t.2., 1835, p. 149., no 610.
48　AUBRY et RAU, op.cit., p. 349., no 215 note 16.
49　AUBRY et RAU, op.cit., p. 350., no 215.
50　 破毀院民事部1834年5月5日（S. 1834. 1. 403 ; D. Rép., vo Prescr., no 565.）でも，本案を
棄却する判決による時効中断効の保持が問題となった。1776年の競売判決によって，AがB
の財産を取得したが，1786年6月6日に，Bの相続人Yは本件競売判決につき控訴した。Y
による訴訟追行がなされないままであったところ，1811年にAがYに対して所有物の返還
を求める訴えを提起したものの，Aも訴訟追行をしなかった。1820年2月23日になって，A
の相続人Xがこの訴訟を再開したものの，1820年11月21日判決（以下，第一判決という）
は，競売に対する控訴が競売の効果を停止させており，Xの請求の障害事由となるとし，「現
時点において（quant à present）」，Xの請求を棄却するとした。1823年5月12日に，XがB
の控訴の滅効を求める訴えを提起したところ，1824年3月31日判決（以下，第二判決）は，
競売の控訴が職権で滅効していたとして，Xの請求を棄却した（本判決は，旧民事訴訟法定
められる前の1667年民事訴訟王令下で，控訴の滅効が問題とされている。なお，1667年民
事訴訟王令下の体系書によれば，一般的に，滅効は，当事者による滅効請求を要するとされ
る（Jousse, op.cit., t.1, p. 84.）ものの，控訴の滅効については，訴訟の滅効を認める判決
を要すると述べるだけで，請求の必要性について明らかにしていない（Jousse, op.cit., t. 2, 
p.467.））。そこで，1824年9月1日，Xは，改めて競売財産の引渡しの履行を求める訴えを
提起し，Yが引渡債務につき30年の消滅時効を主張した。原審は，控訴の滅効した1789年
6月6日がXの訴権の消滅時効の起算点であるとした上で，第一判決が，1811年におけるA
の裁判上の呼出しを棄却するものでなく，全ての権利につき留保した上で，Yを請求から免
れさせたものに過ぎず，1811年に開始した訴訟が未だ存続しているとして，1811年のAに
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よる裁判上の呼出しによって時効が中断されているとした。Yより上告したところ，破毀院
は，第一判決によって，Yが，何らの留保もなく（sans réserves aucunes），Xの請求から
免れたことは明らかであり，XとYの間で係属していた訴訟がもはや存続していないとして，
1811年のAによる裁判上の呼出しの時効中断効を否定し，原判決を破棄した。
　　破毀院民事部1846年6月29日判決（S. 1846. 1. 625.）でも，裁判上の呼出しの中断効の保
持が問題となった。満期を1838年3月1日とする約束手形の所持人であるAが，1838年9月
20日に振出人Yと裏書人Xに対して償還請求をし，欠席裁判により認容判決を得たが，６ヶ
月執行を放置したため，その判決が旧民訴法156条に基づき失効した。1843年9月14日に，
改めてAはYに対して訴えを提起したが，同年9月22日に棄却され，確定した。Xは，Aに
手形金を償還することで，Aの権利と訴権を代位したとして，1843年9月23日に手形金支払
いを求める訴えをYに対して提起した。原審は，1838年の裁判が存続しているとして，請
求を認容した。Yの上告につき，破毀院は，1838年の欠席判決が効力を失っており，1843
年の裁判上の呼出しが棄却されていることから，Aによる1838年の裁判上の呼出しと1843
年の裁判上の呼出しが中断効を生じさせないとした上で，判決によって最終的に終結した訴
訟がもはや存続していないとして，原判決を破棄した。
　　なお，取得時効に関する判決であるが，棄却された裁判上の呼出しに中断効を認めたもの
として，破毀院予審部1837年6月28日判決（S.1837.1.780 ; D. Rép., vo Prescr., no 567.）が
ある。
51　DURANTON, op.cit., p. 447., no 278 ; TROPLONG, op.cit., p. 206., no 658 ; AUBRY 
et RAU, op.cit., pp. 357 et s., no 215 ; MARCADE, op.cit., p. 211 ; MOURLON, 
op.cit., p. 51 ; HUC, op.cit., p. 510, no 407 ; LAURENT, op.cit., p. 146., no 137 ; 
BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 423., no 571.
52　LAURENT, op.cit., p. 147., no 139 ; BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 
426., no 578.
53　LAURENT, op.cit., p. 147-149., no 140 ; BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, 
op.cit., p. 426., no 578.
54　LAURENT, op.cit., p. 150-151., no 142 ; BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, 
op.cit., p. 426., no 578.
55　HUC, op,cit., p. 513., no 408.
56　破毀院予審部1883年3月12日（S. 1884. 1. 382 ; D.P. 1884. 1. 111.），破毀院予審部1875年
7月15日判決（S. 1877. 1. 351 ; D.P. 1877. 1. 323.），破毀院予審部1884年5月19日判決（S. 
1885. 1. 113 ; D.P. 1884. 1. 286.）は，いずれも債務者による利息債権の承認に基づく元本債
権の消滅時効の中断を認めた。なお，ベルギー破毀院1901年3月28日判決（S. 1902. 4. 7.）
は，債権の一部の請求が債権全部の消滅時効を中断するとしている。
57　破毀院民事部1863年1月7日判決（S. 1863. 1. 121 ; D.P. 1863. 1. 226.）は，第一審で，尊
属財産分配（partage d’ascendant（父母その他の直系尊属が自己の財産の全部又は一部を
推定相続人である子その他の直系卑属に対し，生前贈与として又は遺贈として分配すること
をいう（山口編・前掲『フランス法辞典』417頁））につきレジオンに基づく無効を求める
訴えを提起した後に，控訴審で民法832条違反に基づく遺産分割の無効請求が追加された事
案で，レジオンに基づく無効を求める裁判上の呼出しがなされた時点で，832条の無効訴権
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の消滅時効が中断するとした。
　　これに対して，破毀院予審部1873年4月7日判決（D.P. 1873. 1. 421.）は，相続人が遺産
分割を求める訴えを提起した後に，その手続の中で贈与分配（donation-partage（尊属財産
分配の一態様で，父母その他の直系尊属がみずから，自己の有する現存の財産を推定相続人
である子その他の直系尊属のために分配すること（山口編・前掲『フランス法辞典』183頁
以下））のレジオンによる無効を主張した事案で，遺産分割を求める裁判上の呼出しがレジ
オンに基づく無効訴権の消滅時効を中断しないとした。
　　また，破毀院予審部1850年5月1日判決（S. 1850. 1. 542 ; D.P. 1850. 1. 151.）は，旧472
条に基づく無効が主張された事案であった。旧472条は，未成年者保護を成人になった後に
も及ぼすものであり，成人になった未成年者と後見人の間での収支決算報告の前の取引を無
効とするものである（PLANIOL et RIPERT, op.cit., t.1., pp.666 et s., nos 606 et s.）。この
事件では，収支決算報告訴権が行使されることなく，旧472条の無効訴権に基づく訴えが提
起されたのに対して，収支報告決算訴権の時効消滅により無効訴権も消滅したとの抗弁が提
出された。破毀院は，旧472条の無効訴権が，収支決算報告請求訴権が時効によって消滅し
ていない限りにおいて行使できるにすぎず，旧472条の無効訴権の行使が必然的に収支決算
報告訴権を含むものではないとして，収支報告決算訴権の時効消滅と旧472条の無効訴権の
消滅を認めた。
58　また，取得時効に関するものであるが，破毀院民事部1860年11月14日判決（S. 1861. 1. 
725 ; D.P. 1861. 1. 208.）は，遺産分割の訴えが棄却された後に，遺言無効を求める訴えを提
起した事案で，遺言に瑕疵があったとしても，占有者が30年以上係争財産を占有すること
で取得時効が完成しており，遺産分割の訴えが棄却されているので，その遺産分割の訴えに
は時効を中断する効果がないとした。
59　LABBÉ, note S. 1879.1.441.
60　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 383., no 509 ; HUC, op,cit., p. 493., 
no 390.
61　LAURENT, op.cit.,p.121.,no 109 ; HUC, op.cit., p. 487., no 386 ; BAUDRY=LACANTINERIE 
et TISSIER, op.cit., p. 359., no 476.
62　MOURLON, op.cit., p. 56. 中断事由である支払命令は，債務名義につき債務者を付遅滞
に付し，差押えの執行を予告する弁済の催告である（山口編・前掲『フランス法辞典』89頁）。
催告は，1139条に基づいて債務を付遅滞に付せしめるものである。付遅滞という点でみる
と，催告と中断事由である支払命令は類似しているが，支払命令は，債務名義としての公正
証書にしたがったものである点に注意しなければならない（DURANTON, op.cit., p. 425., 
no 267.）。
63　HUC, op.cit., pp. 493-494., no 391 ; COLMET DE SANTERRE, op.cit., p. 478., no 351 bis 
IX.
64　山口編・前掲『フランス法辞典』493頁。
65　若林安雄「レフェレ　仏における仮処分制度（一）」近大法学18巻1号97頁以下（1971年）。
66　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 371., no 494 ; GUILLOUARD 
op.cit., p. 187., no 200.
67　HUC, op.cit., p. 491., no 389 ; BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 372., 
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no 495.
68　なお，プラニオル＝リペールも，レフェレの訴え提起の申立書において時効にかかる権利
の承認を求める内容が含まれている場合であれば，管轄違いの裁判上の呼出しとして時効の
中断効が認められるとする（PLANIOL et RIPERT, op.cit., t.3., p.687-688., no 729.）
69　LABBÉ, note S. 1883. 1. pp7-8.
70　1837年7月18日の市町村に対する訴え提起に関する法律51条は，市町村に対して訴えを
提起する者が，訴訟の準備として市町村に意見書（mémoire）を提出することで，時効が中
断すると定めていた。
71　1838年5月20日の家畜の売買に関する法律3条は，売買解除訴権を行使する原則的な期間
を9日間とし，同法5条は，買主の解除訴権が受理されるためには，買主が右期間内に，報
告書作成義務のある鑑定人の選任を求めねばならないと定めていた。
72　LABBÉ, note S. 1883. 1. pp. 7-8. なお，原告が，裁判管轄につき重大な過誤と混同があっ
たために，レフェレに関する管轄しかない裁判官に対して，民事責任の裁判上の宣言を求
めるような場合，この裁判上の呼出しには旧2246条が適用されるとする（LABBÉ, note 
S.1884. 1. 50）。
73　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 385., no 512.
74　担保＝差押え（saisie-gagerie）（旧民訴法819条，822条），返還請求＝差押え（saisie-
revendication）（旧民訴法826条）も，支払命令を必要としない。
75　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 388., no 519.
76　支払差止め＝差押えは，公署証書だけでなく，私署証書によっても可能である（Jacques 
BERRIAT-SAINT-PRIX, Cours de procédure civile, 1855, p. 575.）。
77　DURANTON, op.cit., p. 427., no 268 ; VAZEILLE, op.cit., p. 74., no 205 ; GUILLOUARD, 
op.cit., p. 223., no 240 ; MARCADE, op.cit., p. 152., no 159 ; AUBRY et RAU, op.cit., p. 
316., no 215 ; TROPLONG, op.cit.,p. 104., no 570 ; LAURENT, op.cit., p. 125., no 115 ; 
BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 388., no 520.
78　LAURENT, op.cit., p. 125., no 115.（同旨，GUILLOUARD, op.cit., p. 223., no 240 ; TROPLONG, 
p. 104., no 570.）。更に，支払差止め＝差押えは，差押債権者の債務者に対する債権
だけでなく，債務者の第三債務者に対する債権の時効も中断すると解されている
（BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 388., no 520.）。ローランは，支払差
止め＝差押えが債権者の利益のためのものであることに鑑み，第三債務者に対する債権が時
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する（LAURENT, op.cit., p. 125., no 116 ; SARRUT, note D. 1897. 1. 513.）。これに対して，
ボードリー ･ラカンティヌリー＝ティシェは，支払差止め＝差押えが，債権の一部ではなく
全部についてなされることから，第三債務者に対する債務の全部の時効を中断すると解する
（BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 388., no 520.）。
79　COLMET DE SANTERRE, op.cit., p. 486., no 355 bis. I.
80　LAURENT, op.cit., pp. 129-130., no 120. ボードリー・ラカンティヌリー＝ティシェは，
債務者による債務承認による時効中断をこのように理解する利益を，古法との関係から次
のように説明する。古法において，デュノーは，債権者債務者間および占有者所有者間で
なされたる所為が，債務又は所有権の明示又は黙示の自白をもたらす場合，これら所為は
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中断事由となるとしていた。フランス民法典制定後，債務者による自白は，債務者が単独
でなし得る行為であり，相手方がその自白を承諾するまで撤回しうると解されていた。つ
まり，債務者による債務承認を自白と解すると，その撤回可能性が問題となるのである。
そこで，債務者による債務承認によって，既に進行を開始した時効の利益の放棄がもたら
されたと解することで，一度なされた承認がもはや撤回できないものと解するのである
（BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 392., no 528.）
81　DURANTON, op.cit., p. 428., no 269 ; MARCADE, op.cit., p. 208 ; BUFNOIR, op.cit., p. 
426 ; VAZEILLE, op.cit., p. 75., no 209. オーブリー＝ローは，時効が進行している権利者か
ら発せられた行為を前提としている中断事由を「固有の中断事由」とし，義務者による承認
を「擬制的中断事由」と説明する（AUBRY et RAU, op.cit., p. 354., no215 note 38.）。
82　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., pp. 392-393., no 528.
83　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., p. 394., no 530.
84　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, loc.cit. 破毀院予審部1875年7月15日判決（S. 
1877. 1. 351.））は，債務者による債務の弁済を黙示の承認と認めた。
85　破毀院民事部1853年2月1日判決（S. 1856. 1. 892.）は，保険契約で時効期間を1年に短
縮した事案，破毀院民事部1895年12月4日判決（S. 1896. 1. 113 ; D.P. 1896. 1. 241.）は，商
法108条の定める1年の消滅時効を運送約款で3ヶ月に短縮した事案であった。
86　BAUDRY=LACANTINERIE et TISSIER, op.cit., pp. 370 et s., no 485. なお，ユックは，
時効期間の短縮合意がある場合にでも，民法典の中断規定に従うべきであるとする（HUC, 
op.cit., p. 487., no 385.）
87　TISSIER, note D. 1901. 1. 289.
88　破毀院民事部1899年2月22日（D.P. 1901. 1. 265 note NAQUET.)は，保険契約において
「火災から生じた損害は，火災の日又は捜索の最後の日から，６ヶ月内に，被保険者から請
求されねばならない (doivent être réclames)」と定められていた場合において，任意による
鑑定の申請を本条項でいう請求に該当するとした。
89　被保険者が鑑定を求めるレフェレの訴えを提起した後に，被保険者の債権者が保険金債権
を差し押さえたものの，差押えを取り消す判決が確定し，火災から1年以上経過してから保
険金の支払いを求める訴えが提起され，保険契約の中で本文の判例と同じ文言が用いられ
ていた事案において，破毀院民事部1897年5月1日（D.P. 1897. 1. 513 note SARRUT.）は，
無効な差押えに中断効がないこと，事実審での申立書において，鑑定に関するレフェレの訴
えによる時効中断を判断するよう言及されていなかったことから，時効中断を認めなかっ
た。
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